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研究成果の概要（和文）：　CRMの現場でRFM分析が広く使われていることは、これら3指標が顧客の購買行動を
簡潔に集約していることを裏付けている。本論文では、まず、既存のRFM分析の問題点を指摘する。次に、消費
者行動に関する基本的な仮説に基づいて、RFM指標から顧客ごとに購買頻度、離脱率、購買金額を導き出し、そ
の顧客の未来の行動を予測することによって顧客生涯価値を算出する。
　実証分析では、百貨店の顧客購買データを分析して、購買行動を特徴付ける9つの統計量を顧客別に算出し、
どの顧客に、いつアプローチすれば、マーケティングROIの観点から最も効果的かという既存顧客への維持介入
と新規顧客の獲得戦略に関する知見を導く。

研究成果の概要（英文）：The wide use of RFM analysis in CRM suggests that these measures contain 
rather rich information about customer purchase behavior. This research, using the RFM measures of a
 customer, develops an individual-level CLV model that identifies the underlying behavior traits of 
purchase rate, lifetime and spending, which are then linked to CLV. In the application to two 
datasets, frequent shoppers program data from a department store and a CD chain, the model produces 
customer-specific metrics that are useful for identifying preferred customers and taking marketing 
actions targeted at the individual level in CRM. The research then presents a retention program for 
existing customers that is most effective in terms of Marketing ROI, such as what action needs to be
 taken to which customers at which timing. For prospective customers without RFM measures, by 
relating the demographic characteristics to behavioral traits, insight into acquisition strategy is 
obtained.

研究分野：マーケティング・サイエンス
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 顧 客 関 係 管 理 (CRM = Customer 
Relationship Management)の核心にあるの
が顧客生涯価値(CLV = Customer Lifetime 
Value)という概念である。これは長期的視野
に基づいて優良顧客を識別し、適切なマーケ
ティング活動を通じて顧客との関係を構築
することの重要性を意味する。優良顧客を判
別するために、CRM の現場では、リセンシ
ー（R = 直近の購買からの経過時間）、フリ
クエンシー（F = 観測期間中の単位時間あた
りの購買回数）、マネタリバリュー（M = 平
均購買金額）という 3つの購買行動指標で顧
客をセグメント分けする RFM 分析と呼ばれ
る手法が、広く使われている。これは、RFM
の 3指標が、その顧客の購買行動を端的に集
約していることを示唆している (Buckinx & 
Van den Poel 2005)。したがって、個々の購
買履歴はデータ量が膨大になるとして保管
する能力がない企業でも、最低限、各顧客の
RFM 指標は蓄積しているのが普通である 
(Hughes 2000)。 
 
(2) ここで注意しなくてはならないことは、
RFM 自体は顧客の購買特性を直接、表わす
指標ではないことである。特にリセンシーは
分析者の観測終了時点に大きく左右される。
例えば、最終購買から 30日経過した時点（つ
まりリセンシーが 30 日）では、フリクエン
シーの高い顧客（たとえば平均ひと月に 3回）
の方が低い顧客（たとえば平均 3ヶ月に 1回）
よりも離脱している確率が高いため、同じリ
センシーが観測されても顧客生涯価値(CLV)
は異なる。また、RFM 指標の一つであるフ
リクエンシーも、購買特性である購買頻度と
は違う。購買頻度とはその顧客が生存してい
る期間中の購買頻度である。一方、フリクエ
ンシーは観測期間全体の購買回数をカウン
トするため、顧客が途中で離脱していれば、
観測期間は前半の生存期間と後半の離脱期
間の両方を含むことになり、購買頻度より小
さな値となる。 
 
(3) したがって顧客の購買特性のひとつであ
る CLV を計算するためには、その顧客の離
脱を把握する必要がある。しかし年会費など
の支払い義務がなければ、離脱する顧客は単
に購買を止めるだけで、わざわざ離脱を申告
することはしない。通常このような場合、企
業は独自の経験則に基づいて、例えば顧客が
3 ヶ月購買しなければ離脱したと判断したり
する。この『リセンシー=3ヶ月』のようなア
ドホックなルールには、２つの問題がある。
第 1 に、このルールが主観的なことである。
なぜ 2ヶ月や 4ヶ月でなく、3ヶ月なのだろ
うか？ 判断基準となる閾値が長くなれば、
離脱している確率は連続的に高くなり、生か
死という 0/1では評価できないはずである。2
つ目の問題は、マーケティングの基本的概念

である顧客の異質性を無視していることで
ある。同じ 3ヶ月のリセンシーでも、購買間
隔が長い顧客は離脱の心配が少ないが、購買
間隔が短い顧客は離脱している可能性が高
いであろう。つまり離脱の推測には、顧客の
購買間隔の違いに配慮する必要がある。 
 
２．研究の目的 
 
(1) 既存の RF 分析を、企業にとっての顧客
の魅力度(貢献度)の観点から描いたものであ
る。まず、あるリセンシーの閾値(例えば 3
ヶ月)によって生存顧客と離脱顧客を区別し、
さらに生存顧客は購買頻度(フリクエンシー)
に基づいて優良顧客と通常顧客に識別され
る。この方法ではリセンシーとフリクエンシ
ーが独立に考慮されている。 
 
(2) これに対して、リセンシーとフリクエン
シーの両方を同時に考慮すると、解釈が変わ
ってくる。既存の分析では生存優良と区分さ
れていた『購買頻度が高くかつ最近購買した
顧客(左上の区分)』の中でも、購買頻度に見
合うようなリセンシーを示さない顧客は離
脱している可能性の高いため早急な対応が
求められる。また、既存の分析では離脱通常
と区分されていた『購買頻度が低くかつ最近
購買していない顧客(右下の区分)』の中でも、
その人の購買頻度に対して比較的最近購買
していれば、企業に予想外の売上げをもたら
したとして生存通常顧客に分類される。既存
の RF分析では、これら 3角形の 2セグメン
トの顧客に対して企業は特別な配慮をしな
かったため、利得機会を失っていた。このリ
センシーとフリクエンシーの複雑な関係を
ひも解いて、顧客特性である購買頻度と離脱
率を導き出し、それに購買金額を加味するこ
とによって、初めてCLVが算出可能になる。
これが本研究の第 1の目的である。 
 
(3) 第 2 の目的は、購買頻度、離脱率、購買
金額の関係を理解することである。たとえば
Borle, Singh, and Jain (2008)は購買頻度と
購買金額に負の相関を観測したことから、購
買頻度が高い顧客の 1回当たりの平均購買金
額は低い傾向があると結論付けている。その
場合、購買頻度が高い顧客の生涯価値は高く
なるのか、あるいは低くなるのかを知ること
は、経営戦略上、どちらのタイプの顧客にマ
ーケティング資源を投入するべきかという
重要な意味を持つ。購買頻度、離脱率、購買
金額の 3 要因が CLV に正味でどう影響する
かを評価するためには、購買頻度の増加と 1
回当たりの購買金額の減少のトレードオフ
を正確に把握し、同時に離脱率の変化も考慮
しなければならない。 
 
(4) 上記 2 つの目的を達成するためには、
RFM 指標から、顧客ごとに購買頻度、離脱
確率、購買金額を導き出し、その顧客の未来



の行動を予測することによって CLV を算出
できるような、現実的な顧客の購買行動モデ
ルが必要である。このモデルから、既存顧客
に対してどのようなマーケティング・アクシ
ョンをとれば CLV が最大化できるのか、と
いう規範的なインプリケーションを得るこ
とが第 3の目的である。具体的には、どの既
存顧客に、どのようなアクションを、いつ施
行すれば、マーケティング ROIの観点から最
も効果的かという実務上、実装可能な顧客維
持介入を探る。 
 
(5) 第 4 の目的は、生涯価値の概念を見込み
客に対して拡張することによって、新規顧客
獲得のマーケティング戦略に役立てること
である。見込み客の場合、購買行動を表わす
RFM指標は存在しないため、CLVを計算で
きない。したがって、既存顧客のデモグラフ
ィック変数と購買頻度、離脱率、購買金額の
3 要因の関係を把握することによって、見込
み客のデモグラフィック情報のみからこれ
ら 3 要因の特性、さらに CLV を予測するこ
とができる。 
 
(6) 本研究の目的をまとめると、 
１．既存顧客の RFM 指標から顧客ごとに購
買頻度、離脱率、購買金額を導き出し、その
顧客の未来の行動を予測することによって
CLVを計算する。 
２．購買頻度、離脱率、購買金額の相関関係
を推定し、CLVへの正味の影響を把握する。 
３．マーケティング ROIの観点から最も効果
的な既存顧客の維持介入を探る。 
４．購買頻度、離脱率、購買金額をデモグラ
フィック変数に関連付けることによって、見
込客の未来の行動を予測し、CLVを推定する。 
 
３．研究の方法 
 
(1) 顧客の異質性を認識し、かつ購買行動を
確率的に捉えるために、以下の行動現象を組
み込んだ個人レベルでのモデル分析を行う。 
 
(a) 既存顧客からの金銭的価値は、顧客がア
クティブか離脱しているのか、と購買金額に
影響される。購買金額に関しては、顧客の複
数カテゴリーの購買をモデル化することが
重要である。そこから企業の最適なクロスセ
ルに関する示唆が得られる。 
(b) 潜在的な価値は見込客からもたらされ
る。既存顧客のデモグラフィック特性と行動
を関連付けることによって、デモグラフィッ
ク特性のみに基づいた購買データが不要な
顧客獲得に関する知見が得られる。 
 
(2) モデルでは顧客の生存・離脱、購買のタ
イミング、購買金額という相互依存した 3プ
ロセスを組み込むとともに、複数カテゴリー、
非購買行動への拡張も考慮する。手法的には、
ベイズのフレームワークに基づいて、デモグ

ラフィック変数を説明変数として個人別パ
ラメータの異質性を組み込んだ階層モデル
を構築する。 
 
４．研究成果 
 
(1) CRM の現場で RFM 分析が広く使われてい
ることは、これら 3指標が顧客の購買行動を
簡潔に集約していることを裏付けている。本
論文では、まず、既存の RFM 分析の問題点を
指摘した。次に、消費者行動に関する基本的
な仮説に基づいて、RFM 指標から顧客ごとに
購買頻度、離脱率、購買金額を導き出し、そ
の顧客の未来の行動を予測することによっ
て顧客生涯価値 (CLV) を算出した。そして
構築したモデルから、既存顧客の維持介入と
新規顧客の獲得に関する知見が得られるこ
とを示した。 
 
(2) 実証分析では、FSP で収集された百貨店
の顧客購買データを分析して、購買行動を特
徴付ける 9 つの統計量 (生涯価値に加えて、
購買頻度、離脱率、購買金額、最終購買以降
の期待生存時間、１年後の維持率、観測終了
時点での生存確率、検証期間中の期待購買回
数と総購買金額) を顧客別に算出した。これ
らの統計量は、優良顧客の識別や個別対応な
ど個人レベルの CRM 戦略に特に有用である。
既存顧客に対して、誰に、どのくらいの介入
レベルを、いつアプローチすれば、マーケテ
ィング ROI の観点から最も効果的か、という
維持介入例も示した。 
 
(3) さらに、リセンシーのみを用いた顧客の
スコアでは、優良顧客の識別が不十分である
ことも分かった。逆に、RFM の 3 指標すべて
を用いた顧客のスコアは、たとえ、それが単
純な 3指標の平均ランキングであっても、顧
客生涯価値の順序を比較的正確に復元でき
る。このことは、CRM の実務において、顧客
のセグメント分けや優良顧客を判別する上
で、RFM の 3 指標すべてを用いた顧客スコア
リング・モデルの有効性を支持するものであ
る (Malthouse & Blattberg 2005)。 
 
(4) 見込客に関しては、購買頻度、離脱率、
購買金額の3行動要因を顧客のデモグラフィ
ク変数と関連付けることで、CLV の高い新規
顧客獲得への知見などの経営上の示唆を得
た。また、このデータでは、顧客の購買頻度
と購買金額には負の相関 (-0.28) が有意に
推定された。その結果、食品購入顧客の割合
を増やすことによる購買頻度の増加が一回
あたりの平均購買金額の減少で打ち消され、
生存期間の増加のみが、CLV の正味の向上に
貢献した。このような知見は、特に新規顧客
獲得の際に重要である。 
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